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 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 環境省から指名停止措置が講じられている
期間中の者でないこと。
 平成25・26・27年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「情報
処理」又は「ソフトウェア開発」において、
開札時までに、「Ａ」又は「Ｂ」級に格付けさ
れている者であること。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できる者であること。
 その他予算決算及び会計令73条の規定に基
づき、支出負担行為担当官が定める資格を有
する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
※なお、入札説明書は、環境省ホームページ
から入手するものとする。
〒1008975 東京都千代田区霞が関１
２２ 環境省大臣官房会計課契約第二係
電話0335813351（内線6036）
 入札書の受領期限 平成27年11月９日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成27年11月10日15
時30分 環境省第４会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した者の提出し
た入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 有効な入札書を提出し
た入札者であって、当該入札者の入札価格が
予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内であり、
かつ、最低価格をもって入札を行った者を落
札者とする。ただし、落札者となるべき者の
入札価格によっては、その者により当該契約
の内容に適合した履行がなされないおそれが
あると認められるとき、又はその者と契約を

締結することが公正な取引の秩序を乱すおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって申し込みをした他の者のうち、最低の
価格をもって申し込みをした者を落札者とす
ることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons with in the said

clause. ;

 have Grade A or B offer of services

(Information processing or Software

Development) in terms of the qualifica‑

tion for participating in tenders by the

Ministry of the Environment (single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year 2013, 2014 and 2015 ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

 Time limit for tender : 17 : 00, PM, No‑

vember, 9, 2015

 Contact point for the notice : Contract

Section, Budget and Accounts Division Mi‑

nisters Secretariat, Ministry of the Envi‑

ronment, 122 Kasumigaseki Chiyodaku
Tokyo 1008975 Japan. TEL 033581
3351 (Ext 6036)

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yutaka Shoda, the Ob‑

ligating Officer, Director of Budget and Ac‑

counts Division, Ministers Secretariat, Mi‑

nistry of the Environment.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Moving program of the Informa‑

tion of National Park Management System

related to the Government Shared Platform

System.

 Fulfillment period : as in the tender do‑

cumentation.

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年９月 17 日
支出負担行為担当官
東北地方環境事務所
福島環境再生事務所長 関谷 毅史

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 07
１ 調達内容
 品目分類番号 41
 件名 平成27年度福島県鮫川村における農
林業系副産物等処理実証事業に伴う処理施設
解体撤去等工事
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 工期 契約締結日の翌日から平成28年９月
30日まで
 工事場所 福島県東白川郡鮫川村地内
 入札方法 本工事は、施工計画等の技術提
案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式の工事である。
入札金額については、工事に要する一切の
費用を含めた額とする。落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の８
パーセントに相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数がある時は、その端
数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を記載した入札書を提出しなけれ
ばならない。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 環境省における平成27・28年度一般競争入
札参加資格のうち、「建設工事」に係る業種区
分「建築工事」において、Ａ等級の一般競争
参加資格の認定を受けていること。会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、環境省大臣官房会計
課長が別に定める手続に基づく一般競争参加
資格の再認定を受けていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続き開始の申立てがなされている者（前
項の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 競争参加資格確認申請書、競争参加資格確
認資料及び技術提案書（以下「提案書等」と
いう。）の提出期限の日から開札の時までの期
間に、環境省から「工事請負契約等に係る指
名停止等措置要領について（平成13年１月６
日環境会第９号）」に基づく指名停止を受けて
いない者であること。
 平成13年度以降に、本工事の対象施設と同
程度の規模の施設を元請け（共同企業体を含
む。）として建設し、又は解体・撤去した実績
を有すること。施工実績は、平成13年４月１
日から本工事に係る提案書等の提出期限まで
の間に工事が完成し引渡しが済んでいるもの
に限るものとする。
 平成13年度以降に、電離放射線障害防止規
則（昭和47年労働省令第41号）又は東日本大
震災により生じた放射性物質により汚染され
た土壌等を除染するための業務等に係る電離
放射線障害防止規則（平成23年厚生労働省令
第152号）が適用される工事又は施設の運営
を元請け（共同企業体を含む。）として実施し
た実績を有すること。
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